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1. 序
われわれがすでに考察した経営者ボ ー ナ ス制度（executive bonus plans）
の問題を より明確に理解しようとする場合，経営者ボーナス制度の発生以前
からその原型の1 つとして発達してきたといわれる現 代 の 利 潤 分 配 制 度
（profit sharing plans） に対する考察をも併せて行うこ とが必要であると考え
られる。けだし，経営者ボーナス制度と利潤分配制度とは，企業利潤の一部
を経営者階層に分配することにより経営者報酬制度としての意義を有してい
るものであり，また両制度が，それぞれ独自の制度として利用せられている
にも拘らず，両制度がもつそれぞれの独自性は，それらの構造態様における
基本的な類似性によってかなり稀薄化され，独立した固有の制度としての意
義が非常に不鮮明なものとなっているように思われるからである。そこでわ
れわれは，両制度間の関係や意義について明確に理解することが 必 要 であ
り，その場合，少たくともそれらの構造における特異性や類似性について十
分検討することが必要であると考えられる。　
勿論，利潤分配制度の採用は，近年著しく増加する傾向を示しているとは
いえ，最近の経営者ボーナス制度の普及状況に比較すれば，経営者階層に対
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して有するその重要性は，全体として，なおそれ程高く評価されているとは
いいがたいであろう。しかしながら，毎年内国歳入局によってその適格性が
認められる据え置き利潤分配制度の場合には，経営者の退職問題等をめぐっ
て一般に大きな関心を集めており，据え置きボーナス制度の急速な普及とと
もに，両制度の有する企業経営上の意義が最近著しく注目されるようになっ
てきた。　
そこでわれわれぱ，本稿において，まず利潤分配制度の発達について検討
し，さらに両制度の主要な構造態様を探ることによって，それぞれの経営者
階層に対して有する報酬制度としての存在意義を明らかにしたいと思う。
2. 利潤分配制度の発達と課税問題　　
（1） 利潤分配制度の発達　
今日，アy リカにおける利潤分配制度は，「会社が予め定めた何らかの公
式（farmula）を設定し，それによってその被傭者に利潤の一部を分配する金
融的協約」として定義されている1）。　もちろん， 利潤分配制度に対するかか
る定義は， 決して新しいものではな い。 禾U潤分配に関する国際会議（Inter-national Congress of
Profit Sharing）は，すでに1889 年にパリで開催され，利
潤分配についての最初の定義が与えられたことは広く周知の事実である2）。
アメリカにおいて最初に創始された利潤分配は。ジa: ファーソソおよびマ
ジソソ両大統領時代の財務長官であ っ た ギ ャ レ チ ソ（Albert Gallatin）が1794
年にペンシルヴァニア州のニュー・ジェネヅアにある彼のガラス工場で
採用したものであるといわれている。その後，オハイオ州シンシナティの洗
濯用品を製造しているプロクター・ギ十ソブル会社（The Procter  &  GambleCompany
）が，1887 年に利潤分配を採用したが√それは， 今日アメリカに現
存している最も古い制度であるとじヽ う。その他の古い代表的制度としては，1912
年に採用したイーストマン・コダック社 （Eastman Kodak Company ）と1916
年に採用したシーアズ・T3 ―バック社（Sears, Roebuck and Company)
の2 つがあるが，それらは，今日においてもなお実施されている3)。 なお，NICB
 （National Industrial Conference Board） の調査結果によると,   1932年
に現存した利潤分配制度の創始時期は,   1900年以前が3 制度，1900－1914 年
迄が18flJ度，1915－1930 年までが56 制度となっている稲
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この よ うに ，利 潤分 配 制 度は 今世 紀 に 大 って着 実に 増 加す る傾 向を示 し て
きたの であ,るが ，そ の後 この制 度が 急 速 に発 展し た時 期 ぱ， 第二 次大 戦中お
よび戦後 であ った。 第1 図 は ，内 国歳 入法（Internal Revenue Code ）401 条 の
も とに 承 認され た 適格退 職 制度 数 の推 移に つい て 内国歳 入 局に よ り公表 され
た 資料 であ る。 第2 次大 戦以 前 の利潤 分配 制度 は ，そめ 殆 ん どが 即時 支給型
第1 図　適格退職制度数の推移，1940－1959 年　　　　　　　　　
（単位　1000）
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制度であったといわれている。たとえば,   1937年にNICB の調査結果によ
ると，サンプル50制度のうち，被傭者の退職後まで据え置き支給する制度は
わずか2ffjiJ度にすぎなかったという5)。 ところが，。同じくNICB が 行った1948
年の調査結果によると，その状況はドラスチックに変化していた。すな
わち，サンプル167制度のうち，即時支給型は67制度であったのに対 し て。
据え置き支給型は100 制度に達し， 後者の比率は全体の60％にまで上昇し て
いたのである6)。 このような傾向は， 利潤分配制度が急増している最近の状
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況のもとでもほとんど変りはない。たとえば，1975年末のアタリカ証券取引
委員会の発表によると，即時支給型は約100,000制度であったのに対し て，
適格据見置き支給型は約197,000制度に達し，そ の据え置き型制度の信託基
金総資産は約360億ドルに達していたという7)。　
ところで，1940年以前には全退職制度の僅かD  /oを占め，また1940年にア
メリカ全体で単に37制度しか存在七ていなかった適格据之置き利潤分配制度
は，1941年から1945年にいたる第2 次大戦中に急速な発展を示した。とくに
適格退職制度の増大は，1942年9 月と1944年末との聞に際立って増加してお
り，制度全体では約5,800に達している。 そして，その間に適格退職制度全
体に占める適格据え置き利潤分配制度数は約OQ％に達していた。適格据免置
き利潤分配制度が第2 次大戦を契機として発展した主たる理由としては，戦
時の賃金統制と税制の改正とがあげられる。　
戦時下の賃金・俸給に対する政府の統制は，被傭者0 賃金・俸給の引上げ
を事実上停止する措置として実施された。労働力不足が目立ちはじめた状況
下での賃金統制は，企業にとって，就業労働者の定着を強化し，あるいは新
規の労働者を誘引し，そして彼等を保持するための何らかの賃金に代る強力
な方策がさし迫った重要な問題として考えられるようになった。企業のかか
る要求に応えた方策こそは，被傭者に対するフリンジ 。ベニフィットの充実
であり，とりわけ年金制度と据え置き利潤分配制度とが多くの企業によって
積極的に利用されることになったのである。もちろん，年金制度と据え置き
利潤分配制度の利用は，直接的には，1942年の内国歳入法の改正によって課
税上の特典が認められ，年金給付や据え置き利潤分配額がその統制対象から
除外されたことに基因するものであったが，それは同時に，現金による即時
支給型の利潤分配制度の新設の禁止や高い法人税率の規定によって一層促進
せられることになったことも事実である。即時支給型利潤分配制度は，内国
歳入法の改正 で1942年10月2 日) 以前に利用されていたものに限 ケモの後の継
続的利用を認められたが， 改正後の新設は一切禁止された ので あ る‰ ま
た，当時の法人税率の最高は，93％であったといわれている9)。かくて，戦
時下における据え置き利潤分配制度は，賃金，俸給の凍結と税制の改正とい
う戦時統制によって飛躍的に発展し，かつその凍結を実質的に回避する有用
な代替手段として利用せられることになったのである。
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ところで，戦後のアメリカ産業は，戦時の多くの科学的変革を平和時の技
術的革新に転化せしめることによって，国内の全般的な生産力の増強に注力
することとなった。産業における一般的な生産性の向上は，労働組合の賃金
増額に対する要求とともに，国民の購買力の増大に大きく貢献することにな
った。据え置き利潤分配制度の利用 乱 なお依然として高い法人税率やこの
制度に対する課税上の優遇措置などによって引続き堅調に推移したのである
が，しかし，賃金，俸給の統制解除に伴う被傭者の増額要求や雇傭条件の改
善等に対する関心の高まりとともに，その普及程度は一時的に鈍化すること
になった。 1945年から1951 年までに設定された据え置き利潤分配制度は，年
平均で約1,000 制度であったが，その増加率は戦時中の約50％に過ぎなかっ
た。　1950
年代における据え置き利潤分配制度は，年金制度とともに著しい発展
を示した。戦後，据え置き利潤分配制度に対する一般的関心が一時低下した
ようにみえたが，しかし，戦時中に果したこの制度の役割は，新しい1 つの
養老制度としての認識を被傭者に植えつげることになった。それは，1952年
の社会安全保障法（Social Security Act）の改正によって，全被傭者の98χが
退職後に年金を享受するまでに拡充されたものの，当時 の生活水準や物価水
準の上昇のもとでは，年金のみによる退職後の生活保障はまだ不 十 分 で あ
り，さらに，その社会保障制度を補足する私的年金制度の普及もまだ初期的
段階にあったからである。　
私的年金制度の拡充に対する労働組合の組織的要求を背景と七て，据え置
き利潤分配制度の重要性は一層大きな関心をもってづ
になった。 1955年に内国歳入局に よって承認された据え置き利潤分配制度数
は，その年度に許可された適格退職制度数全体のoD％を占め，さらに1959 年
には，その45％を占めるにいたったのである。そして，1950 年代末の適格退
職制度の総数は約54, OOO制度に達したが，そのうち何らかの理由で中止した
制度を除外すると52, 646制度となり，それに含まれていた適格据え置き利潤
分配制度数は約20,600 と推定されている10)。　1960
年以降の適格据え置き利潤分配制度の普及は，社会保障制度に関する
国民的な拡充の要請とともに，産業労働者の退職所得の保障に関する一般的
な認識の昂揚につれて一層加速され，次に示すように，5 年毎に倍増すると
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いう極めて顕著な発達をみるにいたったのである11)。
年次-1960196519701975適格据え置き利潤分配制度数
24, 797　48,
 433101,
 842197,
 386
（2） 据え置き利潤分配制度と内国歳入法　
戦後の利潤分配制度の発達に重大な影響を与えた要因の1 つは，内国歳入
法による優遇規定の適用にあったことは疑う余地はない。それは，アノリカ
において利用されている最近の利潤分配制度数の約3 分の2 は据免置き型制
度であり，そのほとんどが税法上の適格制度によって占められているという
事実によっても明らかである。そこでわれわれは，この制度に対する内国歳
入法の適格性取得のための諸規制と，その結果得られる課税上の特典につい
て若干立大って検討してみることにしたい。　
内国歳入法のレギュレーションによる基本的な適格要件は次の 通 りであ
る。　
（1） 制度は，据え置き支給型制度でなげればならない。そして，この制度
の規定は，文書に朗記することを要する。　
（2） 制度は，長期的契約にもとづくことを必要とする。制度の中止は，事
前に内国歳入局の許可を得ることが必要であるため，即時支給型制度の
ように容易に中止することはできない。　
（3） 制度は，専ら被傭者の利益のために設定しなければならない。したが
って，雇主は，この制度において被傭者のために設定したいかなる基金
乱 自己の目的のために絶対に利用してはならない。雇主が，自己の目
的のためにその基金を利用した場合には，雇主の信託基金拠出に関する
彼自身の権利を喪失することになる。　
（4）m 度は，全被傭者の約70％, もしくは加入資格を有する被傭者数め80
％を保護しなければならな い。 加入資格要件は， 通常， 常雇い被傭者
（full-time employee)であること，お よ び1 年から2 年 の待機期間
（waiting period） を必要とする。
経営者ボ ナース制度と利潤分配制度　　125　
⑤　制度は，基金加入被傭者の利益のために差別処遇をしてはならない。
特に√被傭者退職所得保障法(Employee Retirement Income Security Act）
のもとでは，会社の役員，株主またぱ高給被傭者のごとき一部の被傭者
の利益になるような差別的規定を設けてはならない。付言すると，同法
のもとでは，個人の利潤分配勘定への年間拠出額は，25,000 ドルまたは
彼の報酬の25％の何れか少額の方に限定されている12)。　
以上は，据え置き利潤分配制度に関する1954年の内国歳入法の 関 係 規 定
（101,   402,   403および404条）における規制要件である。 な お， それらの基本
的な適格要件の前提としては，制度が被傭者の福祉を目的 とするものである
こと，被傭者に対する配分額は，あくまで正常な賃金，俸給に付加される報
酬であって，賃金，俸給契約とは全く別個の契約報酬であり，かつその配分
額の源泉は，全く企業利潤に限定されていることなどの諸条件が存在してい
ることに注意しなければならない。　
また，被傭者の加入資格要件について補足すると，「常雇い被傭者」につ
いては，週間，月間あるいは年間の最小限の労働時間を限定し表示すること
が必要であると同時に，一定の勤続期間，すなわち雇傭された時点から制度
に参加するまでの許容待機期間を必要としている。待機期間を必要とする主
たる理由は，もちろん被傭者の移動問題である。大部分の制度において，臨
時的被傭者や一定の待機期間を経過しない被傭者を除外していることは，雇
主が彼等の雇傭の永続性を想定していないことを意味しており，また，特に
大規模企業や離職率の高い企業においては，彼等の参加に よってその勘定設
定に関連する管理費の増大を防止することを意図しているためである。それ
故，被傭者に対する一定の待機期間は，一般に制度の1 つの要件として規定
されているのであるが，しかし，経営年金制度を設定していない企業の場合
には，この問題は，据え置き利潤分配制度の目的との関連で十分考慮するこ
とが必要であるとされている。すなわち，「もし，会社が年金制度を設定す
ることなく，利潤分配制度が被傭者の退職保障のために用いられているなら
ば，その会社は，最大限の拠出額の蓄積のために，相対的に短期の待機期間
か，もしくは待機期間の条件を不要とすることは差支えない」1‰　
さらに，被傭者の勤務状況や勤続期間には直接関係ぱないが，据え置き型
制度に限定されている年齢上の条件かおる。大部分の制度は，加入資格の決
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定において最低と最高年齢とを規定しているが，最低年齢は，21歳,   25歳お
よび6V歳が最も多く，最高年齢は，一般に65歳に限定されている。　
最後に，制度への加入資格に関する基本要件として，雇主は，労働組合に
加入している被傭者もしくは被傭者の性別，人種等に対して差別することを
禁じられている。据え置き型制度の規定は，内国歳入局によって厳密に調査
されるばかりではなく，他に均等雇用機会委員会（Equal Employment Oppor-tunity Commission
）や国家労働関係局（National Labor Relations Board）によ
っても調査されるのである。　
据え置き利潤分配制度が適。格性を認められるならば，その信託基金に関し
て，雇主と被傭者との両方に課税上の優遇措置が講じられる の で あ る。ま
ず，雇主の拠出金は，被傭者の基本給（base pay）総額の15％を超え な い限
度まで事業経費として控除することが認められ，そ七て，被傭者は，実際に
その給付額を取得するまで雇主の拠出金の分配部分に対して課税されること
はないのである。被傭者が，正常退職または雇傭の終了時に，一括。分割あ
るいは年金契約のもとでその信託基金から給付額を取得する場合には，後述
するごとく何れも課税上の特典が与えられ，被傭者が死亡する場合には，そ
の給付額は課税の対象から除外される。また，その信託基金は，州法の定め
る範囲内で管財人により自由に投資されるが，その運用利益に対する資本利
得税は課せられない1‰　
今日存在している大部分の据え置き利潤分配制度は，以上のような一定の
法的諸規制とその結果得られる課税上の特典とによって一層その存在の必要
性が広く認められることになったのであるが，制度に関するかかる法的施策
は，いうなれば経営社会の福祉の増進に的を絞った,  1 つの社会的制度とし
ての確立を志向した一連の公的措置であったとみることができるであろう。
モれ故，たとえば制度の設定に際しては長期的契約によることを必要とし，
そして，被傭者の保障を永続的に確保することを意図することが求められ，
また，一部の役員や高給経営者等のみの制度ではなく，広く大多数の被傭者
に対する利益の保護を目的とすることなどが要求されているて）である。しか
乱 制度が適格性を取得した後において 乱 たえず内国歳入局等の厳重な監
督のもとに運営することが求められているのである。　
しかしながら，この制度に対する雇主の拠出金は，一定会計期間の利潤の
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増 減 に よっ て一 定 し て い るわけ ではな く，そ こに利 潤 を 源泉 とす るこ の制度
の社 会的 ・福 祉的 制 度 とし て の1 つ の限 界があ るこ とは否 め たい であ ろ う。
そ れ故 ，企業 とし ては ，一 定 の拠 出 能力を 維持 す るた め の業 績 の達成 が 制度
の 存 続 のた め に不 可欠 であ り，そ の意 味では ， こ の制度 が 被 傭 者に対 す る刺
激 制 度 とし ての性 格を も有し てい る こ とにな るであろ う。 さ らに ， こ の制度
は ， 企業 の財 務的側 面 か らみ て，一定 の固定的 拠 出 につ い て の強 制力を もた
な い弾 力的 拠出 を可 能 にし てい るとい う観点 か らす れば ， 被 傭者 に対 す る保
障 制 度 とい うよりはむ しろ 基 本給 に付 加 され る臨 時的 報 酬 制度 として の性 格
を 有 し てい るこ とにな る。 した が っ て， この制度 は ，被 傭 者 に対 す る退 職後
の 生 活保障 を主 要 目的 の1 つ とし ていな が ら 乱 同時 に刺 激的 もし くは 臨時
的 報 酬 制度 とし ての 性格を も併せ て有し てい るこ とに な り，そ こに この 制度
が ，年 金制度 と同 様な 意味 にお け る福 祉制 度 とし て は 自ら 一定 の限 界が 存し
て い る ことに 注 意し なけ れば な らない 。
注　
1）Paul S.  Greenlaw and William D. Biggs, Modern Personnel    Manage-　　ment,
  1979,   p. 437.　2
）1889 年 の利潤分配に 関する国際 会議 は， 利潤分配につい て「被傭者があ ら か
じめ決定 された 利潤か らの分け 前を 受取ることについ て任意 に 結ば れ た協定」で
あ ると定義 してい る。　　　T.
 D.  Dunn and F. M. Rachel, Wage  and Salary  Administration,    1971,　
p. 261,　3
）Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,  ibid・，p. 437.　4
） 増地 庸治郎，賃銀論，昭和18 年，87頁レ　5
）Profit Sharing and Ather Supplementary Compensation Covering Wage　　Earners,
 Studies  in Personnel  Policy, No.  2,   1937.   by F.  Beatrice Brower ，
Development in Profit Sharing,    Management　Record,    May 1954,    p.  183.　6
）F.  Beatrice Brower, Profit Sharing　for　Workers,    Studies　in  personnel　　policy,
 No.  97.   National Industrial Conference Board, 1948,    p. 5.　7
）Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,   ibid.,  p. 437.　8
）Elizabeth Lanham, Administration  of  Wages  and  Salaries, 1963, p. 352.　9
）Paul s. Greenlaw and William. D. Biggs, ibid.,  p. 480.10
）Mitchell Meyer and Harland Fox ， Profit Sharing for Retirement Income,　　Management
 Record, ］May 1960,   pp. 2-4.n
】Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,  ibid・, p. 437.12
）Paul s. Greenlaw and William D. Biggs,   ibid., pp.  438 －439.　　　Leo Barnes and Stephen Feldman,
Handbook   of   Wealth   Management,　　1977,
   p. 63 －14.
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13）Joseph J. Famularo,     Handbook　of　Modern   Personnel　Administration，
1972,   p.  39－2.　　14
）Les Barnes and Stephen Feldman ，ibid., p. 63-13,    14.   Paul s. Green-　　　　law and
William D. Biggs,  ibid., p. 442.
3. 経営者ボーナス制度と利潤分配制度　
われわれが今日呼称している経営者ボーナス制度は，アy リカやヨーロッ
パにおいて1875年から1920年までに広く論議されたといわれている被傭者に
対する賃金制度や利潤分配に関する諸問題のなかから発生したものと考えら
れている1)。したがって，その歴史は，1700年代にすでに創始されたといわ
れている利潤分配制度よりはかなり新しく， ア メ リ カにおける最初の制度，
は，United States Steel 社において1902年に創始されたものであるといわ
れている2)。　
経営者ボーナス制度が発生した当初は， ボーナスとい う用語自体， 割増
(piece rate),利潤分配， ボーナス，あるいはインセンティブ支払い制度な
どと多様に使用されていたのであるが，その後，この制度について明らかに
した多くの文献によると，被傭者の大部分を受給対象とする利潤分配制度に
対して，ボーナスもしくはインセンティブ報酬制度，局限利益分配制度，経
営者利潤分配制度，あるいは利潤参加制度等と呼称されている。　
今日一般に使用されている用語は，もちろん経営者ボーナス制度に代表さ
れているものであるが，歴史的には，利潤分配の対象を経営者に限定すると
いう意味で多種多様な名称が使われてきたものと思われる。な仏 今世紀初
頭において，全被傭者に対する利益分配制度と経営者に限定する局限利益分
配制度の他に，大部分の被傭者を対象とするものに「俗に利益分配制度と称
するボーナス制」があった。それは，被傭者の本俸を補足するものではある
が，企業の純利益と直接関係なく，年末もしくは営業年度の終りに，個人O
勤続年数，俸給，所有株式数および能率等を基準として，単なる施与物とし
て被傭者に株式もしくは現金を支給する制度であった。その代表的な3 つの
制度について次のように要約されている。「第1 案の如きに在りでは，勤続
年限の長短，及び会社の株券の所持高如何によりて分配の額を決せり。第2
案にありては，全然被用者の技能の大小によりて之を決せり。而して其の技
能は何心よりて之れを測定するかと言うに，1 には給料の高下，2 には勤続
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年 限 の長短 な りとせ り。 第3 案 に 在 りては ，仕 事 の性質 と仕 事 の成 績 とを標
準 とせ り。 各種 の株券分配 案 にあ りては 株券 所持 高如 何 に よりて特 別報 酬 の
多 寡を 決す るに反 し ， 各 種 の所 謂 現金 分配 案（勤続年数を標準とする）に 在 り
て は ，被用 者 の収 入 と， 其 の勤続年 限 との両つ を 標 準 とし て 特 別報 酬 の多 寡
を 決 せ り」‰ 企業 利潤 の増 減に直 接 連 動しな い こ の よ うな 制 度 は ， も と よ
り利 潤分配 原理 が 適用 せ られ るも の とはい えず 経営 者 ボ ーナ ス制 度や利 潤分
配 制 度 とは 全 く異 質 の一 種 の賃金 制 度 であ る といわ なけ れば な らな い。　
ところで ，経 営 者 ボーナ ス制度 の発 達や 構 造 につい ては従 来か らのわ れわ
牡 の考 察に よってす でに 明らかに した ところ であ り， また ，利 潤分配 制 度に
つ い て は，わが 国 におい てす でに多 くの紹介 や 検討 がな さ れ てい る。 し たが
っ て， ここでは ，両 制 度 の主 要な 構 造 態様を そ れ ら の実 態に 測し て比較 対照
し そ れぞ れ の特 異性 とそ れ らの類 似 陸につ い て 明らか に す る とと もに ，そ
れ ら の制度 間の関 連申 機能 につ い て も検討 す る こ とに した い 。　　
（1） 構 造 態 様にお け る特 異性 と類 似 性a　
両制度 の構 造 態様に おい てそ れぞ れ の特 異性が かな り明白 に表 れ てい
る とい う点 で まず 目に つ く ことは ，利 潤分配 の対 象 であ る。 経 営者 ボ ーナス
制 度（以下単にボーナス制度という） は， 一 般 に 最高 経営 者 ， 高級経 営 者お よ
び 他 の主要な 被 傭 者（top executives, high-level administrators and other　keyemployees
）にそ の対 象を 限定 し てい るが4）， 利 潤分配 制 度 は，一 般 に大多 数
の 被 傭 者を そ の対 象 とし てお り，そ し て大 部分 の制 度 は経営 者階層 を も包含
し て い るo
利 潤分配 制 度にお い て， 全被 傭 者に 参加 資 格を 与 え てい な い制 度り 場 合に
は ，一般に 参 加者 の資 格 ，待 機 期 間，年 齢等につ い て一 定 の制約を 設け てい
る のが 実冑であ る。 古 い資 料 ではあ るが，NICE の 調査結 果 に よると，サ ン
プ ル167 制 度 の うち 全被 傭 者に 参加 資 格を 与 え てい ない 制度 は43.1 ％を 占め
てい る砿 そ の主 た る ものは， パ ー トタイ ムの被 傭 者を 除 外 し てい る制度が20.3
％，取 締 役 ，役員 ，管 理 者お よび セ ール スマ ンを す べ て除 外し てい る制
度 は 約Q  ％ とな っ てい る。 そ の うち ， パ ート タイ マ ーを 参 加資 格 か ら除 外し
てい る制度 は， 内 国歳 入法 の適 格要 件 と の関連 か ら ，モ0 殆 ん どは据 え置 き
型 制 度であ る。 また， 経 営者（executives）と一 般 労働 者 と の間に そ れぞ れ 別
個 の利 潤分配 制度を 設け てい る制 度は11.4 ％ であ るが ，そ の殆 ん どは即時 支
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給型制度である。　
さらに，被傭者の参加資格として一定の待機期間が必要とされている。即
時支給型制度では，殆んどの制度が勤続期間を全く必要としていないが，据
え置き型制度においては，大部分の制度が最低1 年もしくはそれ以上の勤続
期間を必要としている。このように，参加資格を得る条件として必要とされ
る待機期間は，据え置き型制度において，特にその制度の大部分が税法上の
適格制度であるという関係から求められているものである。また，参加資格
の年齢条件は，最低と最高年齢について，即時支給型制度においては全く制
限はなく，据え置き型制度においてもそのQQ％は制限をしていない5)。 かか
る制度に対する参加資格要件の傾向は，1954 年に公表された利潤分配調査財
団几Profit Sharing Research　Fundation）の調査結果においてもほぼ同様であ
った6)。　
これに対して，ボーナス制度における参加資格は，経営者階層 に 限 定 さ
れ，待機期間々年齢等の制限は全く設けられていない。経営者階層における
階層別参加資格者の割合は，トップからミドル・マネジ 人ソトまでの階層を
含む制度が最も多く約80％に達している。そして，^  －ワー・マネジメント
までの階層を包含している制度は約Of＼％ トップ・マネジノントに限定して
いる制度は約5 ％に過ぎない。この傾向は，1959 年のNICB の 調査結果と1979
年のThe Conference Board のそれとにおいても殆んど変りはない‰
b　 受給参加者に分配される基金総額は，利潤分配制度においては，予め
定められた一定の公式によって決定されるが，ボーナス制度においては，通
常，取締役会によって任意に決定されるとして両制度間の差異の一端を明ら
かにしている論者もいるが8) 今日の大部分のボーナス制度は， ボーナス基
金算定のための公式を予め規定しているのが実情である9)。　したがって，両
制度間の基本的差異は，基金の算定に関する公式の有無にあるのではなく，
むしろ受給参加者に対する基金の分配方法にあるとい うことができるであろ
う。　
ベルチャー（David w. Belcher ）は， トップ・マネジメントに対する最も
共通した金銭的インセンティブ制度として利潤分配とボーナス制度とを取上
げ次のように指摘している。「かかる制度は，過去においてサラリーに比例
して支払われ，そしで 利潤分配”とよばれ七いた。そのような制度は，今
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日，個人( または時にはグル プー) の業績にもとづいており， そしで ボーナ
ス制度”もしくぱ 利潤達成インセンティブ制度”とよばれている」と10)。
しかしながら，経営者に支給対象を限定した利潤分配的制度に関するこの
ような指摘は，厳密にい うと必らずしも正当な論拠があるとは思われない。
けだし，今世紀の10年代から40年代に至る経営者を対象とした利潤分配制度
において，基金が参加者のサラリーに比例して分配されるという方法は，必
らずしも一般化していたとは考えられないからである。たとえば，1917 年に
公表されたアメリカにおける利潤分配制度の調査結果によると，経営者を対
象とする局限利益分配案におけ る個人分配額の決定は， 大規模企業 に お い
て，概ね経営者の任命した特別な委員の手で行われ，その分配基準は，個人
分能率に関する報告と個人の職務上の地位の軽重とによって行われたといわ
れている。そして，各人に対する分配額をその俸給または収入により割出す
こととした制度は，サンプル17制度のうち6 制度に過ぎなかった11)。また，NICE
が1948 年に公表した調査結果によると，利潤分配基準を， す べ ての
参加者のサラI) ー総額に対する各人のサラリーの割合とする制度は，サンプ
ル127 制度のうち27.6 ％を占めていたが，個人の業績や上位者ま た は委員会
の判断に委ねるとする制度は，全体の41ガに達していた1‰ したがって，経
営者階層のみをその対象とする利潤分配的制度である限り，ベルチャーが指
摘したような分配方法による利潤分配 とボーナス制度との区分は，必らずし
も過去の実態に測しているものとはいい難い。われわれは，経営者階層にの
みその対象を限定しした利潤分配的制度をすべてボーナス制度と称してきた所
以 仏 実はそのような実態にもとづいていたわけである。　
ところで，上述のベルチャーの指摘は，利潤分配制度とボーナス制度とを
識別する1 つの基本的要因としてみる限りにおいて山 妥当なものとして認
めることができる。利潤分配制度は，通常， 受給参加者の給与総額(payroll)
に対する個人の収入(earning) の比率を基礎として基金の配分計算を行なう
のであるが，その主たる形式についてみると，即時支給型制度においては，(1)
被傭者の収入のみを計算の基礎とするものバ2)被傭者の収入に勤続期間を
加重するもの，および(3)被傭者の収入に作業の種類もし くは成績を加重する
もの，の3 つであり，また，据え置き支給型制度においては，(1)と(2)の形式
の他に，被傭者の拠出金を基準とする形式がある。その他の形式としては，
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ごく少数ではあるが，基金の配分を各被傭者に均等に行なう制度が み られ
る13)O　
これに対して，ボーナス制度は，もともと受給参加者の業績を基金配分の
基準とする傾向かつよく，最近のNICB の調査結果において乱 取締役会
の委員会にその権限を委ねるという制度が大部分を占め，被傭者のサラV  ー
を基準とする制度は極めて少かい14)。　
このようにみてく ると，利潤分配制度は， 被傭者の業績の差異に関係な
く，収入ないし給与を基準として基金を配分することから，「……mi 閏分配
制度は経営者のインセンティブ制度ではない」15)と断言する論者もいるほど
この制度のインセンティブ効果は弱い。これは，制度に対する受給参加者が
企業の大部分の被傭者に及び，かつ個別的な分配額が相対的に少額になると
いうこととも密接に関連しているように思われる。これに対して，ボーナス
制度は，主として企業利潤に対する経営者の個別的もしくはグループ単位の
業績を評価して基金の分配額を決定する。しかもこの制度は，利潤分配制度
に比較して一般に利潤の分配比率が高く，受給参加者が比較的少数であると
いう事実とあいまってそのインセンティブ効果は極めて高い16)。　C　
据え置きボーナス制度と据え置き利潤分配制度とにおいて，前者は，
その基金に対してすべて企業利潤から拠出するのであるが，後者は，その基
金に対して企業利潤からのみ拠出する制度と，企業利潤とともに被傭者にお
いても拠出する拠出制据免置き型制度とがある。　
ここでは，据え置き型制度のなかでも特異な制度として利用されている拠
出制据免置き型制度について若干検討することにしたい。　
拠出制据え置き型制度の普及状況は，上述の利潤分配調査財団の調査結果
によると，サンプル300 の利潤分配制度のうち約20％強を占めているに過ぎ
なかったが，そのうち139の据免置き利潤分配制度においては， 約44％強を
占めていたことが示されている。また，1976年におけるアメリカ全体の利潤
分配制度に占めるこの制度の比率をみると,   15％から20％の範囲であること
が推定されておりir) この制度の利用率は，今日においても殆んど変ること
なく推移しているようである。　
この制度に対する被傭者の拠出は，一律に基本給の5 ％とするか，もしく
は最高5 ％までの各種の率を選択させる方法が最も多く，拠出金を金額で示
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した制度は非常に少ない。そして，制度への参加資格要件として拠出を強制
する制度は，全体の2 割強を占めているに過ぎず，他はすべて任意の制度で
ある。最近の強制的拠出金は，通常，内国歳入法によって最高限基本給の6
％に制限され，そして任意の拠出金は，その10％までに制限されている。被
傭者の拠出金は，雇主の拠出金と違って常に引出すことが可能である。制度
によっては，被傭者の雇傭期間中にその1 部もしくは全額を引出すことを認
めている場合もある。この種の制度は，主として中規模以上の企業において
利用されており，小規模企業での利用はごくまれである。　
ところで，拠出制据え置き利潤分配制度には多くの議論のあるところであ
るが，被傭者が制度に対して拠出を求められる理由には，およそ次のような
ものかおる。その1 つは，被傭者の節約を余儀なくさせるか，またはそ0 機
会を提供することができるということである。2 つは，雇主の拠出が被傭者
の退職後の保障に対して不十分である場合には，被傭者自身の拠出がその不
足分をカバーすることができる。3 つは，拠出された信託基金は，専門的な
管財人によって多種多様な投資が行われるばかりでなく，信託の管理と会計
上のサービスが確保され，被傭者自身が貯蓄することにより得られる利益よ
りも一般により大きな利益を確実に獲得することができる。　
しかし，以上のような理由に対して，他方では，この制度に対するいくつ
かの難点も主張されている。まず，被傭者は√彼の所得から社会保障費，連
邦所得税，州あるいは地方税等を控除されるが，それに加えて，さらに制度
への拠出を求められることになれば，被傭者は必然的に窮屈な金銭的ポジシ
ョンに追込まれるごとになる。また，その拠出は，被傭者にとって1 つの貯
蓄手段ではあるが，その投資に関する管理を放棄しなければならないという
点に1 つの不安が残ることである。それは，「被傭者の拠出金は，ほとんど
被傭者によって有利に取得されてはいない1町 という事実も存在するからで
ある。したがって，今日では，拠出制の多くの制度が任意的制度として利用
され，比較的少数の制度が強制的拠出制の方法をとっているとい わ れ て い
る19)。　d　
ボーナス制度と利潤分配制度における即時支給型の利潤分配基金は，
両制度ともほぼ同様に，一定会計期間後に利潤が確定し次第，即時に現金，
小切手もしくは株式によって受給参加者に直接配分されるので あ る。 そ し
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て，据え置き型制度においては，所定の雇傭期間の完了あるいは定年退職，
完全廃疾，死亡等による離職の場合には，一般に制度の規定によって受給参
加者あるいはそ0 相続人に対して支払われるのであるが，それは両制度にお
いて共通している。　
しかしながら，据え置き型制度においては，上述の離職以外の中途退職の
場合には，基金に対する受給参加者の権利， すなわち帰属（vesting）の問題
が発生する。こ0 問題は，両制度間にかなり著しい相違がみられる。　
短期据良置き型ボーナス制度においては，ボーナス決定後の所定据え置き
期間中に参加者が解雇され，もしくは任意に退職する場合には，彼はその雇
傭終了時点以降の据え置き残額に対する取得権を喪失することに な る。　ま
た，長期据え置寺型ボーナス制度の場合には，通常，制度の規定によって参
加者の取得額の程度が定められている20)。　
これに対して，据え置き利潤配分制度においては，特に拠出制の場合には
被傭者の拠出と同時にその全額が完全に帰属するので問題はないが，雇主の
拠出金およびその基金収入に対する被傭者の帰属は，一般に加入年数，勤続
年数，年齢等との関連において制度により一定の据え置き期間が定められて
いる。上述の利潤分配調査財団の調査結果によると，混合制度の据え置き部
分を含めたサンプル182 の据え置き型制度において， 即時に完全帰属す る制
度は僅かに25 制度に過ぎず，他の制度は，何れも一定の条件のもとで基金に
対する被傭者の権利を認めていた。その条件の主たるものは，制度への加入
年数と勤続年数であり，制度数は，それぞれ76 と44であった。そして，単に
年齢にもとづく制度は極めて少なく（2 制度），他の制度は，それらの2 つま
たは3 つを条件として帰属の程度を定めていた。　
さらに，それらの据え置き帰属性の制度のりち，一定の加入期間，勤続年
数，年齢等に達するまですべての権利の取得を据え置く据え置き完全帰属制
（deferred full vesting） を行なう制度は， 一定のそれらの年数や年齢等に比
例してその権利の取得範囲を増加せし め て い く傾斜式据え置き帰属制（de・ferred
graded vesting）を行なう制度に比較して非常に少なく， そ の大部分
の制度は，後者の帰属制で占められている。たとえば，い ま加入年数にもと
づく制度（76）の年数を勤続年数に換算し， そして，それを勤続年数にもと
づく制度（44）と合算した120 制度の据丸置き帰属性についてみ る と， 据え
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置き完全帰属制が13制度であるのに対して，傾斜式据丸置き帰属制は99制度
であった。そして， 前者の帰属制が必要とする勤続年数は，1.5 年から17年
の範囲であったが， 後者の最高限iUU％の帰属を得る年数は，5 年から30年
までの範囲であり，そのなかで,  10年（sm 度），11年（13制度），12年と20年
（各12制度）の制度が比較的多く半数以上を占めていた。 その他の8 制度は，
帰属を得 る程度が最高限90 ％以下であり，年数は9 年から25年であった。さ
らに，被傭者に基金に対する帰属が認められたとして 乱 離職前の引出しに
対して各種の制限を規定している制度が比較的多く，必ずしもすべての制度
が無制限な引出しを認めている訳ではない21)。　
以上において明らかなように，据え置き型制度の基金の帰属問題は，通常
の定年退職以外の任意の離職の場合に，両制度間で著しく異なっていること
がわかる。特に据免置き利潤分配制度においては，任意の離職の場合におい
て 乱 被傭者が一旦帰属権を取得した後においては，一定の条件のもとで基
金に対する帰属が多少に拘らず認められているのであるが，それは，ボーナ
ス制度にはみられない，この制度固有の1 つの特性であるということができ
るであろ う。なお， サンプル182 の据え置き利潤分配制度のうち，28 制度に
おいて，雇主の利益を著しく害するがごとき「正当な理由で」（for cause）解
雇された場合には，被傭者の帰属部分に対する失効が規定されているが，こ
れは主として組合未組織会社の制度においてみられる2 2)。このような非行条
項（misconduct clause）は，ボーナス制度においても存在する。　e　
ボーナス制度と利潤分配制度とに対する税制上の問題は，それらの支
給方法によって 異なっている。即時支給型制度においては，両制度ともにそ
の取得時点で普通所得税を課せられ課税上の特典は認められない。しかし，
据え置き型制度においては，税制上の一定の適格要件を具備している限りに
おいてその適格性を取得することができる。据え置きボーナス制度は，構造
上，その要件に合致することは事実上困難であるが，据 免置き利潤分配制度
においては，その大部分の制度が税制上の適格性を取得しているのが実清で
ある。それ故，この制度は，税制によって保護された退職後の保障を確保す
る重要な制度として利用され，前述した ように，モ0 普及率は近年において
顕著な上昇を示している。　
しかし，適格据え置き利潤分配制度と非適格据え置きボーナメ制度との経
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営者階層に対する利用状況は，後述するように，業種間に大きな 相 違が あ
り，優遇税制の有利性が，制度の利用に関して必ずしも決定的な影響を与え
ているとはいい難いようである。
以上においてわれわれは，ボーナス制度と利潤分配制度との関連 につ い
て，特に両制度間の差異ないしぱそれぞれの特異性に的を絞って考察してき
た。しかしながら，両制度の間には，同時に，同じ利潤分配的制度としての
性格にもとづく著しい構造上の類似度が存在する。そこでわれわれは，次に
両制度の一般的性格を裏づける若干の主要な類似点について検討することに
したい。　a　
制度の主要目的について，まず利潤分配制度をみると，上述の調査財
団の実態調査の結果ぱ，即時支給型制度において，(1)労使間の共同意識を注
入するため(98 制度)バ2)集団的刺激手段として(79 制度)，(3)被傭者保障のた
め(27 制度)，(4)公正をはかるため(16 制度) といった順序で指摘されており，
また，据瓦置き型制度においては，(1)被傭者保障のため(107制度) という目
的が最も多く，次に上述の(1)がSim 度バ2)が68制度と続きバ4)固定した取決
めたしに賃金外の給付を与えるため
補足制度を含む
固定年金制度の代替制度またはその
(12制度) といった結果が示されていた23)。
これに対して，ボーナス制度は，利潤分配制度のように支給方法別の詳細
な結果は示ざれていないが,  NICB の調査結果によると，一般に経営者階層
に対する刺激手段を主たる目的とする制度が大部分を占め，その他には上述
の利潤分配制度の諸目的にかなり類似した目的をもつ制度が多くみられた。
そして，それらの大部分のボーナス制度は，共通して株主の保護と利益の増
進とを強調していた2斜 それは，明らかに経営者を企業利潤の配分に参加さ
せることによって「株主と経営者との利害の一致」を意図しているものであ
り，上述の「労使間の共同意識の注入」目的は，この制度においては，より
高次の「企業と経営者との一体化」の促進を狙っているものと解することが
できるであろう。　
ところで，利潤分配制度に関する上述の調査結果において気がっ くこ と
は，即時支給型と据大置き型制度の両方の支給方法において共通している上
位3 つの目的が，ともに主要なものとして指摘せられているという事実であ
る。集団的刺激手段としての目的は，「努力と報奨との間の直接的連結環の
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存在と高い相関関係にある25)」という刺激の観点からいえば，従来，即時支
給型制度において最も有効に達せられる七のとして一般に期待されており，
そして，据え置き型制度においては，それは（職務の限度を超えて業績を刺
激するのはほんの僅かである26)」として，即時支給型制度とはまさに逆の評
価を受けてきた筈である。　
しかしながら，上述の調査結果では，刺激目的と制度の成功率との関係か
らみると，据え置き型制度は，即時支給型制度に劣らない成功率を有してい
るとの評価がなされている27）。一見奇異に感じられるこのような事実は，現
在の「据免置き型制度において，失効金と信託基金との投資による増殖によ
って，個人の利潤分配勘定が利潤が分配されない年度においても増大して以
来」，かかる報奨の存在は，「彼等自身の雇傭の終末を正当化する組織と有利
な心理的効果とによって被傭者によ丿 大きな満足を与えている28)」という事
態の1 つの反映であり，またそれぱ，被傭者の生活保障を通じて達せられる
ものであるとして理解することができるのである。　
もとより，「刺激手段」と「被傭者の保障」とは，本質的に対立した目的
ではなく，むしろ相互に密接な関連を有しているものとして理解することが
できる。けだし，刺激手段に よって利潤分配 の源泉である利潤を確保し，そ
の利潤の分配を通じて被傭者の保障を実現するという関係にある か ら で あ
る。　
ところで，上述の2 つの目的をそのような関連で理解する場合，もう1 つ
の主要目的として指摘せられた「共同意識の注入」は，（ある意味では第2
次的なものである29)」として解せざるを得ないことになる。けだし，「人々
が組織の魅力のために好んで発展するにつれて，彼等は恐らく組織のゴール
に向って彼等の仲間との協同関係において従事することになろ う80)」という
指摘においてもみられる通り，その目的は，利潤分配による生活保障の確保=
を通じて達せられるものと考えられるからである。　
かくて，この制度における主要目的のかかる理解は，据え置きボーナス制ノ
度においてもほぼ同様の意味において解することができるであ ろ う。 げ た|
し，ボーナス制度の主要目的である「刺激手段」は，経営者の利潤参加によ
る保障を通じて達成せられるものであり，そして，究極的には，そのことに
よって企業と経営者との一体化が促進せられるものであると解することがで
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き る か ら で あ る 。　b　
次 に ， 両 制 度 に お け る 典 型 的 な 類 似 点 と し て ， 利 潤 分 配 基 金 の 算 定 方
式 を あ げ る こ と が で き よ う 。 基 金 の 算 定 は ， 大 部 分 の 制 度 に お い て 既 定 の 方
式 に よ り 行 わ れ る が ， そ の 方 式 を 大 別 す る と バ1) 利 潤 か ら の 一 定 率 の 拠 出 ，(2)
資 本 に 必 要 と さ れ る 金 額 ， す な わ ち 配 当 金 あ る い は 準 備 金 等 を 事 前 に 控 除
し た 後 の 余 剰 利 潤 の 一 定 率 の 拠 出>    (3)利 潤 の 増 額 に 照 応 し た 各 種 の 既 定 の 比
率 で 利 潤 の 一 部 を 拠 出 す る ス ラ イ デ ィ ン グ ・ ス ケ ー ル の 方 式 の3 つ に 区 分 す
る こ と が で き る で あ ろ う 。　
まず ， 利 潤 分 配 制 度 に お け る そ れ ら の 方 式 の 利 用 状 況 は ， 上 述 の 利 潤 分 配
調 査 財 団 に よ っ て か な り 詳 し く 調 査 さ れ て い る・。 そ の 結 果 を 要 約 す る と ， サ
ン プ ル118 の 即 時 支 給 型 制 度 に お い て は ，(1) の 利 潤 の 一 定 比 率 を 拠 出 す る 制
度 が 最 も 多 く(47 制 度) ， そ の 拠 出 額 は ， 最 も 多 く の 制 度 に お い て25 ％ の 比 率
で あ っ た 。(2) の 事 前 留 保 後 の 利 潤 の 一 定 率 を 拠 出 す る 制 度 は そ の 次 に 多 く
(41 制 度) ， ま た ， そ の 拠 出 額 は50 ％ と い う 比 率 が 最 も 多 く の 制 度 に よ っ て 用
い ら れ て い た 。 そ し て ，(3) の ス ラ イ デ ィ ン グ ・ ス ケ ー ル の 方 式 を 採 斤 し て い
る 制 度 は ，(1) と(2) の 方 式 を 利 用 し て い る 制 度 数 の9 分 の1 に 過 ぎ な か っ
た31) 。　　　
■　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■
ま た ， 据 え 置 き 利 潤 分 配 制 度 に お い て は ， そ の 大 部 分 が 適 格 制 度 で あ る た
め ， 雇 主 拠 出 額 が 全 参 加 者 の 給 与 総 額 の 最 高15 ％ に 制 限 さ れ て い る こ と か
ら ， か な り 多 く の 制 度 が10 ％ あ る い は13 ％ と い う 拠 出 比 率 を 規 定 し て い た 。
サ ン プ ル139 制 度 の う ち ，(1) の 方 式 を 採 用 し て い る 制 度 が 最 も 多 く(42 制 度) √
そ し て ， そ の 拠 出 額 の 比 率 は10 ％ と い う 制 度 が 最 も 多 く を 占 め て い た 。(2) の
方 式 を 採 用 し て い る 制 度 数 は ，(1) の 方 式 の そ れ ら よ り わ ず か に 少 な く(41 制
度) ， そ の 拠 出 比 率 は ，25 ％ と い う 制 度 が 最 も 多 く ， 次 が10% と い う 制 度 で
あ っ た 。 そ し て ，(3) の 方 式 を 採 用 し て い る 制 度 は ，(1) と(2) の 方 式 の4 分 の1
に 過 ぎ な か っ た 。 さ ら に ， 混 合 制 度 に お い て は(43 制 度) ， そ の 拠 出 額 の 比 率
が 上 述 の 即 時 支 給 型 制 度 と 据 え 置 き 型 制 度 と に お い て 示 し た も の と 大 き な 違
い は な い 。 し か し,    (3)の 方 式 を 採 用 し て い る 制 度 は ，(1) と(2) の 方 式 を 採 用 し
て い る 制 度 の 約3 分 の1 を 占 め て い た32) 。　
以 上 の 利 潤 分 配 制 度 に お け る 基 金 の 算 定 方 式 は ， ボ ー ナ ス 制 度 に お い て も
ほ ぼ 同 様 の 方 式 で 実 施 さ れ て い る 。 た だ し ， ボ ー ナ ス 制 度 に お け る そ れ ら の
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方 式 の利 用状 況 は，即時 支 給型 と据 え置 き型 制 度 とに分 離し てそ れぞ れ の支
給 方法に した が って基 金を 算定 す る とい う方法を とってい るわけ では ない の
で ，そ の点に 関す る限 り，利 潤分 配 制 度 との厳 密 な対照 は不可 能 で あ る。NICB
の 調査 結果に よる と，(1)の方 式 は ，サ ン プル70 制度 の うち18 制度が採
用 し てお り，利 潤に対 す る基 金 の比 率 は1 －15 ％ の範 囲 であ るが ，多 くの制
度は3 －6 ガ に集 ってい るo   (2)の方 式は ，全体 の70 が弱 の制 度に おい て採用
さ れてお り(48 制度)，そ の比 率 は4 －25 ％ の範 囲であ るが ， 最 も多 くの制度(15
制度) は10 ％ であ った 。(3)の方 式 は， 事 前 留保を す るか 否か と い う 点 で
は ，(1)と(2)の方式 に 属し てい る も のであ る が ， 制 度数で は 全体 の11 To   (x 制^
度) を占 め てい るに 過ぎな か った88)O ■　　　　　　
㎜　　　　　　　■　　　　　　　■
このよ うに み てくる と，両 制度 間 におけ る算定 方 式 の採 用状 況や 拠 出額 の
比 率には かな りの違い がみ られ る。 つ ま り， ボ ーナス制 度 におい て は ，利潤
分配 制度 と比 較し て事 前留 保後 の利 潤 の一 定 率を 配 分す る(2)の方式 の採用率
が 圧 倒的 に 高 く， また ，利 潤に対 す る基 金 の比率 は一 般 に低い。　
次に ，利 潤分配 額 の基本 給に 対 し て有 す る比 率 につい て， まず ，利 潤分配
制 度を み る と， 即時 支 給型 制 度で は 最 低1 ％か ら最 高105 が, 据 え置 き型 制
度 は1.3 ％か ら33 古 ％，そ し て混 合 制 度は3.4 ％か ら39 ％ まで の範 囲であ り，
そ れぞれ の制 度の中 位値 は10 ％,   10.25 ％ お よび15 ％ であ った34)。　こ 九 に対
し て，ボ ーナ ス制 度にお け る 比率 は ，経 営 者を階 層 別に み る と，役 員階 層で
は40 －44 ％に集 中し ， 中 間経 営 者階 層 では20 ―29 ％ の範 囲 に 集 中 し て い
た85)。両 制度 間0 かか る比 率 の対 比 は， 受給 対象 の違い か ら正 確に行 な うこ
とは できない が ，一 般に 経 営 者階 層 に対 す る ボ ーナス制 度 の比 率は ，大部 分
の 被傭者を対 象 とす る利 潤 分配 制 度 のそ れ より もは るか に 高い 傾 向を示 し て
い る。し かし ，俸 給ない し 基本 給 額が大 き くな るにし た が ってそ の比率 も高
くな るとい う傾 向は両 制度 に共 通し てい るわけ で ，そ の意味 では ， 経営 者階
層 に対す る両 制度 間 の差異 はか な り縮小 さ れてい る も0 と思わ れ る。　
さ らに ，上述 の基 金算 定 のた め の3 つ の方 式は ，制 度 数に おい て ，両 制 度
と も課税 後利 潤 よ り課 税 前利 潤 に 適用 す る割 合が 非 常に 高い とい うこ とであ
る。 た とえば ，上 述 の調 査財 団 の 調査 結果 に よる と ，利 潤分配 制 度では ， 即
時 支 給型 制度は2 対1, 据 免置 き型 制 度は4 -ly対1, そ し て混 合 制度は3 対1
の割合でそ れぞ れ課税 前利 潤 に対 す る適用 が圧 倒的 に多 くな ってい る3‰
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また，ボフナス制度は，ある調査結果によると，サンプル62制度のうち28制
度が課税前利潤にそれらの方式を適用し，課税後利潤への方式の適用は12制
度であった（他の22制度は不肛門 。課税後利潤にそれらの方式を適用す る制
度が相対的に少ない理由としては，法人所得税率が年度によって変更される
場合が多く，それに伴い基金の確定か不安定になる恐れかおることや，その
結果として，企業の業績に照応した基金の合理的算定が適切に行われがたい
ことなどが考えられる。　C　
両制度に根本的に共通している点は，企業利潤が一定額以下に減少す
る年度には制度に対する拠出は行われず，拠出を可能とする利潤が獲得され
た年度においては，その利潤額にしたがって既定の方式により算定せら五だ
額の拠出が行われなければならないということである。したがって，制度に
対する拠出金や制度からの分配額は固定的なものではなく，企業の毎期の利
益額に照応して絶えず変動することになる。このことぱ，両制度の据え置き
型制度の場合におい七も同様であって，被傭者の退職後の給付は，彼の勤続
期間中の企業利潤に根本的に依存しているために，彼の将来の給付額の確保
は事実上保障されてはおらず，その予測すらなし得ないということになる。
逆説的にいえば，それ故にこそ，それらの制度が刺激的報酬としての機能を
有効に果し得る基本的性格を有しているということにもなるわけである。　d
最後に，両制度において極めて類似している点は，制度が企業によっ
て一方的に提案され，そして被傭者の承認と参加とによって実施されてきた
という事実である。もちろん，歴史的にみると，両制度とも企業の利害者集
団との深いかかおりのなかで利潤の分配関係をめぐって発生した種々の問題
を克服しつつ今日に至っているのであるが，しかしそのことが，大勢として
制度の存廃に決定的な影響を与えることなく存続し発展してきたという事実
も存在する。　
ボーナス制度は，本来，利潤の分配対象を経営者階層に限定し，制度の設
定から運営にいたるまですべて雇主の手によって実施されてきた 制 度であ
る。この制度の分配関係において発生した多くの問題は，従来われわれが考
察したところからも明らかなように，主として株主との間の分配問題であっ
た。しかしそれは，株主保護の観点から種々の公的規制が加えられることに
よって，制度的にもかなり整備され，今日では独自の構造をもつ制度として
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注目されるにいたっている。　
また，利潤分配制度は，ボーナス制度と同じく，雇主の一定の目的意識の
もとで提案され推進されてきた制度である。この制度は，大部分の被傭者を
対象としている関係から，とくに組織労働者との関連が深 く，歴史的にはニし
企業と労働組合との間に内在している，制度をめぐる確執や認識の相違によy
つて，固有の報酬制度として定着している今日においてさえ，なお依然とし
て団体交渉の対象として取り上げられることもなく推移してきている。　
利潤分配制度は，伝統的に組織労働者によって反対されてき た が， そ れ
は，企業が労組の結成やその組織的抵抗の阻止を狙った労組対策としてこO
制度を利用してきたという事実に基因するものであった。それは，いみ口く
か1939年にAFL の前会長であったグi; ーン（William Green ）が，次のよう
に述べていることによっても明らかなところである。すなわち，「労働は，
利潤分配の原理に反対しているのではなく，それが展開され，そして運用さ
れてきた方法に反対しているのである」と38)。　
さらに，1956年におけるAFL －CIO 本部によれば， 本部自体の制度に対
する政策的見解を差控えてはいるか，各組合の態度については，一般に制度
に対する疑念や不信感がつよくなっていることを表明している。各組合の疑
念の根拠は，「利潤分配制度の過去の歴史，制度のもつ通常の温情主義とO
関係および屡々団体交渉をぱなれて賃金の魅力ある一手段として利潤分配の
利用を企画した」 とい う事実もさるごとながら，その主たるものは，企業が。
「賃金水準についての団体交渉を排除しようとする意図のもとに利潤分配制
度の利用を要求した」という点にあったという39）。j　
しかしながら，一方では，このような組合の一般的な懐疑の態度にも拘ら
ず，多くの組織労働者は，利潤分配に対してかなり好意的な態度を示してい
たといわれている。たとえば，NICE の調査結果によると，利潤分配制度に
よっTて保護された組合員の約4 分の3 は，彼等の制度に対して賛意を示して
いたことが明らかにされている40)。
十組織労働者0 制度に対する伝統的な反対は，近年にいたうてかなり柔軟に
なってきたとはいえ，制度の利用に対する組合の不信感はまだ相当根強いも
のかおるといわれている。しかし，今日のこの制度の成功，なかんずく据え
置き利潤分配制度の顕著な発展は周知の事実であり，被傭者に対七て有する
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この制度の意義は，後述するように，なお一段と重視されていくものと考え
られる。　
以上においてわれわれは，ボーナス制度と利潤分配制度とを相互に比較対
照し，それらの構造態様における主要な相違点と類似陸について検討してき
た。両制度間の基本的相違は，それらの類似性にもとづく利潤分配的制度と
しての一般的性格的上に，なお固有の独立した制度としての特性を浮彫りに
七ており，それぞれの報酬制度としての意義を明らかにしているものという
ことができよう。　
ところで，両制度の経営者報酬制度としての現実的意義を考える場合，両
制度の発展のなかで最近とくに注目されている据え置き型制度の存在を軽視
することはできない。けだし，今日の課税制度や漸進的なインフレーショソ
のもとでは，経営者階層に対して有する据え置き型制度の意義が一般に大き
な関心を集めており，その制度の有する機能が一層重視されるようにたって
きたからである。そこでわれわれは，次に上述の両制度の比較対照を基礎と
して，それらの報酬制度としての相互の関連ないし機能について，とくに据
え置き型制度を中心として考察することにしよう。　
（2） 両据え置き型制度における関連と機能　
ボニナス制度と利潤分配制度は，上述したように，その支給方法としてと
屯に据え置き型制度を有している。　　 ダ　
据え置きボーナス制度は，一般に特定の経営者階層を対象としており，ま
た，個人もしくはグループに対して分配される報奨額は，取締役会により授
権された委員会によって任意に決定されるなど，一般に内国歳入法に規定し
ている適格要件に合致することは困難であるため殆んどの制度は非適格制度
として設定されている。しかし，この制度は，特定の経営者階層に対して多
額の分配を可能とし，それによって制度の直接目的として指摘せられている
有能な経営者の誘引，留保，退職の促進等を効果的に果すことを容易にして
おり，また，ボーナスの短期もしくは退職後に至る据え置き支給は，経営者
の所得を生涯にわたって均衡化し，それによって生じる課税節約的利益を得
ることを可能にしている4‰　
これに対して，据え置き利潤分配制度は，すでに述べたごとく，その大部
分が適格制度として運営されており，非差別的な適用範囲，非差別的な拠出
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と給付額および制度の永続性等の適格要件によって，モ0 支給対象や給付額
等に一定の制限が課されており，特定 の経営者階層に対する弾力的な給付を
事実上不可能にしている。
十このようにみてくると，経営者報酬 として相対的に高い報奨を求める経営
者階層にとって，個別的もしくはグループによる業績を直截に反映し，弾力
的に報奨されるボーナス制度は，一定の制限のもとに給付され，かつ直接被
傭者の業績を反映しない利潤分配制度に比較して，その据え置き型制度にお
いてもかなり魅力的であり，一方，課税制度上の特典をフルに享受できる据
え置き利潤分配制度は，高額な現金所得に対する課税上のっ よいインパクト
を受ける経営者階層にとって，たとえ長斯据え置きボーナス制度が課税節約
機能を有するとはいえ，税制上はるかに有利な制度であることは明らかであ
る。　
このような両制度のもつそれぞれの特異性と税制上の相違は，主要産業に
おける採用状況においても反映しており，据え置きボーナス制度は戦略産業
において，また，据 丸置き利潤分配制度は非戦略産業においてそれぞれ高い
普及率を示している。 たとえば,   1976年に 公表 さ れ たThe ConferenceBoard
の調査結果をみると，ボーナス給の一部もしくは全部を退職後まで据
え置く据え置きボーナス制度の普及率は，製造業において最も高く，また，
据 免置き利潤分配制度は，商業銀行や小売業において高い普及率を示してい
る。なお，据え置きボーナス制度の企業規模による普及状況を製造業につい
てみると，一般に企業規模が大きくなるにしたがってその普及率が高くなる
傾向を示しているが，しかし，5 億ドル以下の売上高を もつ企業においては。
第1 表　据え置きボーナス制度の普及状況
業　　 種
製 造業……………… ……
商業 銀行………… ………
小 売業 ……… …… ……‥●
保険業 ………………… …
ガスおよび電気 事業 … …
全経営者 ボ ーナス制度数　　 据え置き 制度 の比率
????????????
66％28201813
Harland Fox, Top  Executive Compensation, Report, No. 706, The Conference Board,1976.
  p. 6.
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第2 表　据え置き利潤分配制度の普及状況
業　　　種
商業銀行…………………
小売業……………………
保険業……………………
製造業……………………
全会社数
????????????
据え 置き利 潤分配制度 の比 率
53％392320
Harland Fox, ibid., p. 7.
企業規模と普及率との関係は全く存在していない。また，据え置き利潤分配
制度は，商業銀行と保険業において企業規模が大きくなるにつれてモの普及
率も高くなる傾向にあるが，小売業ではそのような傾向は存在していない42)。
ところで，それらの据え置き型制度は，その給付額を経営者の退職後まで
繰延支給するという事実は，両制度が経営者の退職後の生活保障を目的とす
る年金制度ないし退職制度を補足し，もしくは代替するとい う基本的機能を
自ら有していることを意味している。たとえば，年金制度として最も普及率
の高い適格退職制度は，適格据え置き利潤分配制度とは若干異なり，退職後
に要する給付額は事業経費として利潤決定以前に控除することが許され，モ
の基金の運用は，内国歳入局はじめ種々の公的機関によって常に厳重に監督
されることにより，その給付額は確実に保証される仕組みになっている。し
かしながら，この制度に対しては，適格据え置き利潤分配制度と同様の非差
別的な種々の適格要件のもとで一定の制限が課され，特定の階層やグループ
に対する弾力的な給付は全く認められてはいない。したがって，経営者階層
が要求する相対的に高い給付額を確保しようとす る場合には，必然的に他の
補足的ないしは代替的制度によってその給付額を弾力的に補足することが必
要となる。ここに，据え置き型制度が有する年金制度の補完機能が重視せら
れる根拠が存在する。　
もとより，両制度における退職後の所得は，企業利潤の水準とその利潤か
らの拠出額との直接的関連において決定されるが，それはより根本的にぱ，
被傭者の勤続期間中の企業の収益性に依存しているのである。したがって，
両制度におげる給付額は，何れも事前に保証せられるものではないとい う，
生活保障に対する基本的な不安定性が存在してお り，独立した保障制度とし
ては本質的な欠陥を有しているということになるであろ ‰
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しかし他方において，企業の収益にかかおりなく年金基金に拠出しなけれ
ばならないという，適格退職制度の継続的な費用負担に堪え難い小規模企業
においては，従来から年金制度の代用として，特に据え置き利潤分配制度が
最も多くしばしば採用されてきたという事実によってもわかるように43)，企
業の財務的負担能力の観点からいえば，両制度の方が企業にとってより有利
なものであることは明らかである。 もちろん，大規模企業においては，相対
的に少額の基礎的な退職後所得を保障する年金制度を設定し，そして，より
多額の所得をその補完として準備するために利潤分配的制度に依存している
という傾向かつよく，そこでぱそれなりに適格退職制度0 欠陥や給付額の不
足を補うものとして大きな意義を有しているものと考えることができる。　
さらにわれわれは，すでに指摘したところではあるが，両制度が経営 者階
層に対して有するもう1 つの重要な意義を，そ れらの制度が現実に課税節約
的機能と定着機能とを果しているという事実のうちに見出すことができる。
据大置き利潤分配制度においては，前述したごとく，被傭者が正常退職年
齢まで勤続した場合，その給付額について3 つ の選択的取得方法が認められ
ている。1 つは，年金による取得方法であり，2 つは,   10年 もしくは15年の
一定期間にわたる年賦による方法，あるいは被傭者の予想される余命期間に
わたって取得する方法である。それらの方法によって取得される給付額に対
しては，何れもすでに被傭者が利潤分配基金に拠出した部分を控除した残額
に対して，マクシマム50％の個人所得税率で課税される0 である。3 つは，
被傭者が退職時に利潤分配基金勘定から一括して取得する方法である6 この
場合に 乱 被傭者による拠出額はすべて免税とされ，そして，その基金残額
に対しては,  ERISA のもとで他の所得とは関係なく特別分離課税として資
本利得とみなされるごとき特別優遇措置が実施されているので あ る。 そ し
て，前二者の方法とともに，その基金の運用に基因する価値増殖部分に対し
ては課税されない。 また，利潤分配基金が当該企業の株式に移転せられる場
合には，その株式は取得価格でのみ課税され，現行の市価で課税されること
はない。被傭者がその株式を所有し将来において売却する場合には，その価
額上昇分に対してたんに資本利得税が課せられるに過ぎない44)。　
以上のような据え置き利潤分配制度における課税節約的利益は，非適格制
度である据え置きボーナス制度にはむろんそのまま適用されることはない。
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しかし，この制度は，前述したごとく，とくに高給経営者にとっては，所得
の均衡化と据え置き的特質とによって課税上のつ よいインパクトを回避する
ことができるという意味において，謀税節約的利益はそれなりに確保される
のである。　
両制度が有する以上の課税節約的機能は，同時に被傭者の留保を強化する
という意味で大きな効果を有しているものではあるが，本来の定着機能を果
している主たる要因は，両制度における，被傭者の任意の退職もしくは解雇
等に伴なう帰属権ないしは受給権の喪失規定の存在にあるように思われる。
据え置き利潤分配制度においては，前述したごとく，正常な退職，廃疾，
死亡等による退職以外の任意の離職の場合には，基金に対する被傭者の帰属
権の程度が問題となる。帰属規定は，制度により非常に多種多様であるが，
大部分の制度は，帰属権取得後り加入年数もしくは勤続年数に比例してある
最高限まで帰属権の範囲を増加せしめていく傾斜式据え置き帰属権の方法を
利用しているのである力勺この方法によるときは,被傭者が基金に対する完全
な最高限の帰属が成立する前に離職する場合には，未帰属部分は無効となり，
それは失効金（forfeitures）として処理される。この失効金は，次年度の雇主
拠出金として繰越すヶ－スは非常に稀であり，大部分の制度は，それを基金
と運用利益とに合算して長期勤続の被傭者に帰属せしめることになる。　
また，据え置きボーナス制度においては，一般に据え置き支給開始後の一
定期間の勤続の要求や退職後の競争会社への就業禁止等の厳しい制限と，そ
れに反した場合の受給権の喪失が規定されている45)。それは，ホールの調査
において 乱 一般に任意の離職率正当な理由による解雇あるいは退職後の競
争会社への就職等の行為に対する受給権の喪失規定が設けられていたが，彼
がインタビューした諸会社の制度は，それによってすべて強力な経営者の留
保効果を有していたといわれている46）。　
両制度が有する帰属権ないしは受給権の喪失規定は，その規定に反しない
限り，基金の他にもその運用利益あるいは失効金（利潤分配制度のみ）とに
より実質的により大きな利潤分配総額を獲得することが可能であるという事
実とあいまって，何れも経営者の留保に対して強く作用し，制度のもつ定着
機能をより強化するために大きな効果を有しているものと考えることができ
る。
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利潤額の増加に ともたって分配利潤の比率を所定の最高比率まで増加す る と い
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う方法を とっているが，こ の種 の実例としてSafeway Company の制度を示す
と以下 の通 りであ る。なお，ボ ーナス制度に おけ るこの種 の事例に つ い て は，
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4. 結　び　
今日のアメリカにおいて，経営者報酬制度として利用されている経営者ボ
ーナス制度と利潤分配制度は，それらの主要な構造態様において，とくに制
度の目的，基金の算定方式，利潤と拠出額との関係，支給形態および支給方
法等において極めて類似した共通の側面を有している。また他方，両制度閥
の特異性は，制度の対象，基金の配分方法，基金に対する拠出方法，帰属問
題および税制等においてかなり明確に浮彫りにされている。われわれは，両
制度に内在するそれらの類似性と特異性とによって，両制度が有する利潤分
配的制度としての基本的性格とそれぞれ独立した固有の制度としての独自性
を明白に理解することができるのである。　
経営者ボーナス制度における利潤分配的報酬としての意義は，企業利潤の1
部を企業業績に対する経営者の貢献度に照応して分配することにより，経
営者の努力を経済的に刺激し，そして，経営者の企業者意識の昂揚を促進す
るとともに有能な経営者の長期的勤続を確保することにあったと い って よ
く，それ故，それに適応しうる報酬制度としての構造的，機能的役割がつよ
く求められてきたということができよう。モの意味において，この制度は，
それに応え得る主要な構造的機能を基本的に内包しており，今日，経営者に
対する主たる報酬制度として重視されでいるのである。　
かかる制度の意義やそれに適応し得る構造的機能は，利潤分配制度におい
て乱 その性格上，程度の差はあれ本質的に全く異なるものではない。もち
ろん，その制度の独自性の観点からいえば，すでにみたように，大多数の被
傭者を受給対象とし，基金の配分方法においてその分配額が受給参加者の基
本給に比例して支給されるなど，その刺激的効果には経営者ボーナス制度と
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比較して一定の限界がみられる。しかし，この制度0 有する主たる魅力は，
据え置き型制度において，基金に対する個人の拠出を認め，基金とその運用
利益，あるいは失効金によって退職後の生活保障の確保を可能にしていると
い うことである。ことに，概して高給を取得している職業的被傭経営者にと
っては，退職後の保障として求める相対的に高い給付額を，一定の制限のも
とで給付される適格退職制度によってのみ保障することは事実上困難である
という実情からいって，この制度が，課税制度上の保護のもとで果している
年金制度的機能は，経営者にとっても大きな意義を有しているものというこ
とができる。　
このようにみてくると，両制度におけるそれぞれの独自性は，それらの構
造的機能の果す特性によって必らずしも一様ではなく，たとえば経営者ボー
ナス制度においては，とくに刺激的機能を重視した企業者意識の昂揚や定着
性にウェイトがおかれ，利潤分配制度においては，とりわけ年金的機能を重
視した退職後の生活保障にかなりのウェイトをおいているなど，それぞれ異
なった特色を有しているものということができる。　
かくて，両制度が基本的に共通した性格を有する利潤分配的制度であると
はいえ，その独自性は，それぞれの制度に特有の色どりを与え，そして，モ
の特色が制度の全体構造に包摂せられることにより，それぞれが独自の制度
としての存在を明確にしているものと考えることができる。
